
厚生労働省 





番号 制度名

厚労01 障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限の延長

厚労02 社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置の存続

厚労03 医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置の存続

 厚生労働省
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（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 45 － 45 不明 ▲10.0 － 89.2% 不明 不明 － ▲56.4 不明 不明 1.65% 不明 － 1.65% 366,199
H24 不明 40 － 40 不明 ▲100.0 － 95.6% 不明 不明 － ▲64.3 不明 不明 1.69% 不明 － 1.69% 382,363
H25 32 53 165.6% 43 ▲12.0 ▲854.0 7116.7% 98.5% 不明 ▲429.0 － ▲201.5 不明 不明 1.76% 不明 － 1.76% 408,947
H26 32 64 200.0% 37 ▲12.0 ▲633.0 5275.0% 99.1% 不明 ▲281.0 － ▲163.3 不明 不明 1.82% 不明 － 1.82% 431,225
H27 33 39 118.2% 39 ▲744.0 ▲189.0 25.4% 97.7% 不明 ▲84.0 － ▲85.9 不明 不明 1.88% 不明 － 1.88% 453,133
H28 33 37 112.1% 37 ▲744.0 ▲49.0 6.6% 91.1% 不明 ▲26.0 － ▲24.5 不明 不明 1.92% 不明 － 1.92% 474,374
H29 43 28 65.1% 28 ▲381.0 ▲10.0 2.6% 77.2% ▲169.0 ▲5.3 3.1% ▲4.9 不明 不明 1.97% 不明 － 1.97% 495,795
H30 58 29 50.0% － ▲511.0 ▲10.0 2.0% － ▲227.0 ▲5.3 2.3% － 2.20% 不明 2.05% 不明 93.18% 2.05% 534,769
R1 31 － － － ▲11.0 － － － ▲6.4 － － － 2.20% 不明 － － － ー ー
R2 29 － － － ▲10.0 － － － ▲5.3 － － － 2.30% 不明 － － － ー ー
R3 30 － － － ▲11.0 － － － ▲5.3 － － － 2.30% 不明 － － － ー ー
R4 － － － － － － － － － － － － － － － － － ー ー

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー ー

租税特別措置等の適用実態

【総括表】

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

「法定雇用率2.3%の達成」

目標
達成度

（参考）障害者の雇用状況

実雇用率 雇用者数（人）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごと
の影響額（地方法
人二税・地方法人特
別税・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S48 区分 延長過去の政策評価の実績

  障害者を多数雇用する企業の設備投資等に対するインセンティブを喚起し、設備投資の促進を図ることにより、障害者の雇用を維持・拡大すること。

  措置の適用期限を令和4年3月31日まで2年間延長する。

  H22厚労19、H25厚労05、H27厚労05、H29厚労06

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  措法第46条、第68条の31

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1厚労01） （評価実施府省：厚生労働省）

  障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限の延長
　（障害者を雇用する場合の機械等の割増償却）

措置の内容

平成29年度時点  　障害者雇用割合が50％以上であること等の要件を満たす事業年度において有する機械装置及び工場用の建物等（障害者が労働に従事する事業所にあるものに限る。）のうち、その事業年度又はその事業年度前5年以内の各事業年度に
取得等をしたものについて、普通償却限度額の24％（工場用の建物等は32％）の割増償却ができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

　重度障害者割合の要件を55％以上（改正前：50％以上）に引き上げ

 　従前どおり
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（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － 不明 － － － ー － － － ▲753,311.0 － － － － 176,308 不明 －
H24 － 不明 － 　－ － ー － － － ▲774,715.0 － － － － 177,191 不明 －
H25 － 不明 － － － ー － － － 不明 － － － － 177,769 不明 －
H26 不明 不明 － － ー ー － － 不明 不明 － － 不明 不明 177,546 不明 －
H27 不明 不明 － － ー － － － 不明 不明 － － 不明 不明 178,212 不明 －
H28 不明 不明 － － ー ー － － 不明 不明 － － 不明 不明 178,911 不明 －
H29 不明 42,885 － － ー ー － － 不明 不明 － － 不明 不明 178,492 不明 －
H30 不明 不明 － － ー ー － － 不明 不明 － － 不明 不明 不明 不明 －
R1 不明 － － － － － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R2 不明 － － － ー － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 不明 － － － ー － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 不明 － － － ー － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごとの
影響額（法人事業
税・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（施設）

目標
達成度

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

減収額
（法人事業税・百万円）

「地域における医療提供体制を維持する（測定指標は医療機関数
の推移による）」

租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S27 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1厚労02） （評価実施府省：厚生労働省）

   社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置の存続
 　（社会保険診療報酬の益金・損金不算入措置）

措置の内容

平成29年度時点 　医療法人等については、社会保険診療報酬につき支払を受けた金額は益金の額に算入せず、社会保険診療報酬に係る経費は損金の額に算入しない。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後（予定） 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】
  制度名
（措置名）

　地方税法第72条の23、第72条の49の12

過去の政策評価の実績

　国民皆保険制度の下で、社会保険診療報酬という低廉な公定価格により、フリーアクセスで国民に必要な医療を提供し、地域の医療提供体制の整備・拡充を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　現行制度の延長

　H26厚労20、H27厚労09
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（参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － 31,196 － － － ▲1,791.0 － － － － 53,645 不明 －
H24 － 9,102 － 　－ － ▲1,724.0 － － － － 54,896 不明 －
H25 － 8,597 － － － ▲1,961.0 － － － － 56,180 不明 －
H26 不明 9,102 － － ー ▲1,718.0 － － 不明 不明 57,569 不明 －
H27 不明 8,774 － － ー ▲1,979.0 － － 不明 不明 58,837 不明 －
H28 不明 8,430 － － ー ▲2,523.0 － － 不明 不明 60,287 不明 －
H29 不明 7,582 － － ー ▲2,124.0 － － 不明 不明 61,564 不明 －
H30 不明 不明 － － ー 不明 － － 不明 不明 不明 不明 －
R1 不明 － － － ー － － － 不明 不明 － － －
R2 不明 － － － ー － － － 不明 不明 － － －
R3 不明 － － － ー － － － 不明 不明 － － －
R4 不明 － － － ー － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごとの
影響額（法人事業
税・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（施設）

目標
達成度

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人事業税・件）

将来予測

減収額
（法人事業税・百万円）

「地域における医療提供体制を維持する（測定指標は開設者が医療法人の医療機関数
の推移による）」

租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S27 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1厚労03） （評価実施府省：厚生労働省）

   医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置の存続
   （医療法人に係る税率の特例措置）

措置の内容

平成29年度時点 　医療法人を特別法人とし、所得のうち年400万円を超える金額については4.6％の軽減税率を適用する。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】
  制度名

（措置名）

　地方税法第72条の24の7

過去の政策評価の実績

　地域における医療提供体制の中核を担う医療法人について、本特例措置を適用することにより、経営基盤の強化に資するよう下支えを行い、もって地域の安定的・継続的な医療提供体制の整備・拡充を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　現行制度を恒久措置として延長

　H26厚労21、H27厚労10
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